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１．はじめに

（1）「共同船舶事件」までの経緯 1

　2004年10月16日，ヒューメイン・ソサエティー・イン
ターナショナル（Humane Society International: HSI）は，
日本共同船舶を相手に「環境保護及び生物多様性保存
に関する法律（Environmental Protection and Biodiversity 
Conservation Act 1999）」（EPBC法）により，南極周辺
海域における捕鯨を差し止めることを求める訴えを豪州
連邦裁判所に提起した（「共同船舶事件」）2。これに対し
て，連邦裁判所3は，法務大臣に対する意見の表明を要
請したため，「法廷の友」の立場から法務大臣代理人に
よって提出された「意見書」4を踏まえたうえで，2005年
５月27日，主として豪州の外交上の長期的な国益と，裁
判所の命令の執行の困難性を理由として，原告の訴えを
退けた5。これを不服として原告HSIが原審判事の裁量
の不当性を理由に控訴したことを受けて，連邦裁判所6

は，2006年７月14日，原告による控訴を認め，被告に
対する訴状の送付を許可する決定を行った7。また，連

邦裁判所は，2007年２月16日に，原告に対して郵送によ
り被告に訴状を送付することを許可する命令を下した8。
2008年１月15日，連邦裁判所9は，原告の申立てを認め，
被告が当該海域でEPBC法に違反して鯨の殺傷・採捕等
を行ったことを宣言し，被告に対して当該行為を控える
ことを命じる旨の判断（差止命令）を行った10。

（2）主な法的論点

　本件は，主に，日本の民間捕鯨会社が南極海域，特に，
豪州がEPBC法により自国南極領土周辺に設定している
「豪州鯨聖域」（Australian Whale Sanctuary）内において
行う捕鯨が同法下で合法か違法か豪州国内裁判所におい
て問われた一連の訴訟事件であり，原告が被告の行為の
違法性を理由としてその捕鯨活動の差止命令を求めて，
豪州の裁判所に申し立てたものである11。その主たる法
的論点は，国内的な側面に関してのものと，国際的な側
面に関してのものとに，二分されるといえる。つまり，
国内法上の論点として，豪州国内法制下における本件の
一連の訴訟手続に内包される諸点があげられ，その中で
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も，特に，下級審判断の基礎となった「法廷の友」意見
書の意義，EPBC法における原告適格の問題，EPBC法
の国際法上の整合性及び本件で一貫して見られた被告の
欠席裁判の意義を本稿では論じる。そして，国際法的枠
組みにおける論点としては，豪州国内法制と国際法との
関係（その妥当性），南極条約体制に対する理解，日本
と豪州の立場の違い，などの諸点につき明らかにする。

２．判決の国内法上の論点

（1）�下級審判断における「法廷の友」（amicus curiae）

による意見書

　第１審において裁判官が判断の基礎を置いたのは，
「法廷の友」12として裁判所より要請を受けた豪州政府・
法務大臣（the Attorney-General）13の代理人による「意見
書」であった。この意見書の中でも，第１審裁判官が特
に争点として考慮したものは，（a）豪州南極排他的経済
水域（EEZ）に対する豪州の主権の性質，（b）豪州南極
領土及び隣接するEEZに対する豪州の主張の特性，（c）
EPBC法の執行により豪日関係を含む国際関係に生じう
る効果，（d）南極EEZにおける諸活動に対処する適切
な手段に関する豪州政府の見解，（e）日本への送達許可
命令の無益性（futility）の５点であった14。
　これらの争点を検討した結果，オールソップ裁判官
は，日本が豪州の南極に対する主権の主張，豪州の南極
EEZの設定や同EEZ内での管轄権の行使を認めていな
いことから，日本との関係に配慮する必要があること，
南極条約体制の他国が豪州の国内法に基づく執行管轄権
の行使に賛同しないこと，及び原則として豪州政府が南
極条約当事国の国民に対して豪州国内法を執行したこと
がないこと15にも留意し，法務大臣による意見書が外交
的解決を優先すべきであるとする意見にも留意した16。
そのうえで，同裁判官は，これらの争点が「裁判不能な」
（non-justiciable），「裁判所の権限外の」ものであるとし，
「一般に裁判機能の範囲外にある」との判断を示した17。
　ついで，同裁判官は，意見書が政府の見解として，政
府の所管事項（政治的判断を含む）につき，関連を有す
るものであり，自己の裁量の点で，考慮に入れる。しか
も，日本が豪州の南極領土に対する領土権の主張を否認
しており，被告である日本の法人も裁判に出席しないこ
とに留意し，国際政治上の文脈や紛争の内容に鑑みる
と，はたしてEPBC法の下で訴状送達の許可を行う裁量
を行使すべきか否かを判断するには，本件の諸事情から

差止命令を実効性のあるものとすることができるか否か
（無益性（futility）の問題18）にも関連してくる以上，同
裁判官は，このような裁量を行使すべきでないと考え，
送達許可命令を出さないとの結論に達した19。最後に，
この結論に到達するうえで，同裁判官が原告及び法務大
臣の代理人や法廷外弁護士に対して，「その最も注意深
くかつ有益な申立て」につき謝意を表している点20は，
注目される。
　このように，オールソップ裁判官は，判決理由として，
法務大臣からの意見書の見解をほぼそのまま受け入れた
かのように，上記のように留意した上で，差止命令が実
際に有意義なものとなりうるか，つまり豪州国外の被告
に対して実効性のあるものとなりうるかという無益性の
観点を踏まえて，原告の立場を採らず，送達許可命令を
出さなかった。その意味で，裁判所は，国際関係を直接
担当する当時の政府の見解を十分に考慮し，実際に執行
管轄権を行使する政府の立場にも現実的な配慮を行った
とも解することができよう。
 しかし，この点は，第１審が１人の裁判官による判断
で，しかも政府の立場に対して配慮を示す形で裁量が行
われたからなのかは明らかでないが，３人の裁判官で構
成された控訴審では，政治問題であるという点に配慮す
る裁量を行わなかったことから，２対１により否定され
ることになる21。その際の理由は，政治的外交的配慮に
よる司法判断の回避は先例上許されないし，議会の立法
により訴訟が司法判断可能とされている問題を扱う本件
では，原審の判断が誤っているということであった22。
しかも，その後の差戻し審では，原審と同じオールソッ
プ裁判官１人による判断であったにもかかわらず，この
控訴審の立場に沿った，原審とは正反対の結論が引き出
されることになった23。以上に鑑みるに，政府の立場に
関する意見書の取扱いは，それを判断にどれだけ反映さ
せるかを考える担当裁判官次第であるといえる部分があ
るようにもみえ，本件の差戻し審は環境や生物多様性を
重視する国内世論と，それと立場を同じくする新しい政
府の立場に沿った結論が導かれたともいえる。

（2）EPBC法における原告適格

　本件は，EPBC法に基づく民事訴訟による「禁止的差
止命令」（prohibitive injunction）を求める訴えである24。
そして，本件の最大の問題点の一つは，HSI25のような
動物保護団体，つまり私人（＝非公人）を「利害関係人」
（interested person）と認めたうえで，これに対して差止
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命令を求める訴えを提起することができる資格，すなわ
ち原告適格（standing）をEPBC法自体が認めていると
いう点である26。しかも，この法に規定された「利害関
係人」の範囲は広く，同法所管大臣（環境問題担当大臣）
以外にも認められている。通常，政府の一員であり，政
治家という立場でもある大臣による差止命令を求める訴
訟の提起は，政治的配慮に基づいて行われることもまた
回避されることもありうる。言い換えると，対外関係を
も配慮する立場にある閣僚の一人である当該大臣であれ
ば，同法の適用・執行に当たっては，政治的配慮により，
権限行使が差し控えられ，訴訟への発展も未然に防ぐこ
とができると推論することも困難ではない。
　しかし，本件控訴審で特に重視されたのは，本件が
「公益」（public interest）に基づく訴えであるということ
であった27。そして，この公益性に基づく判断は，原審
の差止命令の無益性という論拠を凌駕し，むしろ公益重
視に基礎を置く「教育」28的配慮から差止命令を許可す
る裁量を行使すべきであるという，原審とは逆の結論に
たどり着いた。また，政治的配慮によって訴訟の提起を
斟酌するのはなにも大臣だけではなく，他の「利害関係
人」についても同じことが言えるかもしれない29，と控
訴審判決では指摘されている。
　以上の議論を前提とすると，同法の原告適格が極めて
広範であるという特徴は，本来的に，訴訟提起の可能性
を拡大するおそれをはらんでいるともいえ，本法におけ
る訴訟（提起）による訴えの「窓口」を広げてあると解
する余地がある。このように訴えの提起が容易であると
いう本法律の特性が仮に「公益」に基づくものであった
としても，その「公益」がどのような性質のものである
かについては必ずしも判決からは明らかではなく，また
その「公益」，つまり豪州にとっての国益と，国際社会
における「公益」とがはたして同じものなのか否かにつ
いてまでは触れられていない。この後者の議論について
豪州国内裁判所が判断するのに相応しいフォーラムであ
るか否かについては，豪州国内法制における裁判所の位
置づけや，司法機関と行政機関・立法機関との関係など
からも検討する余地が残された問題である30。

（3）EPBC法の国際法上の整合性

　本件では，豪州裁判所において一般に自国法令の国際
法との整合性を問わないという姿勢を一貫して踏襲して
いる。たとえば，第１審においても豪州南極領土が豪州
の外部領土（external territory）であり，豪州南極領土の

関連隣接海域が豪州の南極EEZであることに国内法上
争いはないとしている31。また，控訴審多数意見は，豪
州鯨聖域内で起こる事案にEPBC法下の執行関連規定を
適用することを排除する規定は，同法にもないことに留
意する32。さらに，差戻し審では，豪主南極領土に対す
る豪州による主権の主張が本件で当該裁判所において
問うことのできる問題ではないとしたうえで33，主権や
国際的な承認の問題は，そもそも議会による同法の立法
時において取り上げられていた問題であったと判断され
た34。こうした判断は，議会による立法に基礎を置いて
司法判断を行う豪州裁判所としては確かに当然の姿勢で
あろう。しかし，豪州国内法制下においてこの姿勢が貫
徹され，しかもEPBC法が成立した以上，従来の政府の
立場を裁量によって重視することを裁判所が行わない限
り，この法律の趣旨及び目的を強く反映した司法判断が
下されることになり，その場合は，EPBC法自体の妥当
性は当然のことながら，訴訟の上で問題にもされないこ
とになる。後に述べるように35，こうした国内法制の状
況は，同国の国際法に対する姿勢につき，特に利害関係
を有する日本との関係において，多くの固有の問題を内
包していた。

（4）被告の欠席裁判

　本件で特徴的なのは，被告が欠席のまま裁判が行わ
れたことから，もっぱら原告側から提出された証拠に
依拠した推論や状況証拠から裁判所は事実認定を行っ
たという点である。この点が特に顕著なのは差戻し審で
あり，裁判所は，既に日本から国際捕鯨委員会（IWC）
に提出されていた南極海鯨類捕獲調査（JARPA及び
JARPAII）に関する報告書の記述内容に依拠する原告の
主張に沿って，捕鯨の対象，捕獲された鯨の種類，場所
（豪州鯨聖域内か否か），乗組員及び船舶と被告である会
社との関係などについて，事実認定を行った36。これは，
本件が国外にある外国法人を被告とする裁判であること
からくる当然の帰結とはいえ，被告が欠席のまま行われ
た裁判で命令送達の可否とその効果が問題となっただけ
に，原審では判決執行の無益性として司法判断回避の主
たる論拠の一つとなった。しかし，差戻し審は，控訴審
での多数意見に従って先例を引用したうえで，この論点
を被告側の不従順（disobedience）という別の角度から
見た問題であって，実際上の執行困難が救済を差し控え
る理由にはならないとの判断に基づき，原審から立場を
替えた37。
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　ここで，原審においてオールソップ裁判官がEPBC法
自体に判決執行関連の規定が欠如している点に留意し
て，差止命令の無益性を主張したのに対して，控訴審多
数意見では本件が「公共目的のための差止命令」（public 
interest injunction）を求めるものであるとの判断から38，
「抑止」（deterrence）よりも「教育」（education）目的の
ために出される差止命令であれば，規制と保全の促進を
謳う同法の立法趣旨にも適う，39と認定している。

３．国際法的枠組みにおける論点

　本章における論点としては，豪州国内法制と国際法と
の関係，つまり，豪州国内法が国際法上妥当であるか否
かという点，南極条約体制に関する解釈上の論点，豪州
の国内立法動向を踏まえた上での日豪の各立場の違いと
いう論点を検討する。その上で，最終的な評価を行いた
い。

（1）南極条約体制の枠組み40

　まず，南極条約では，鯨及び捕鯨の問題を扱わない
という大前提がある41。これは，1946年にすでに作成さ
れた国際捕鯨取締条約が南極条約の作成よりも前から存
在していたからである42。しかも，南極条約の起草過程
において，各国政府は「平和利用」や科学協力をより重
視し，その際に鯨・捕鯨の問題を条約の中で扱うことは
想定されていなかったことが伺われる。これらの点は，
1964年の「合意措置」第Ⅱ条（a）の規定ぶりにも現れ
ており，動植物相の保護の対象として原生のほ乳類から
鯨が除外されている43。また，1980年の南極海洋生物資
源条約第６条でも，国際捕鯨取締条約上の権利義務に対
して何ら影響を与えない旨の確認規定が置かれている44。
　次に，南極条約の中でもっとも重要な規定である第Ⅳ
条は，一般に南極における領土権紛争を「凍結」または
「棚上げ」したものであるとよくいわれているが，南極
に領土権を主張している国（クレイマント），領土権の
主張を控えているがその権利の主張を放棄していない国
（潜在的クレイマント）及びこうした領土権の主張を否
認している国（ノンクレイマント）による原署名国間に
も解釈の大きな違いを招いており，解釈上の対立を助長
する原因となってきた。

１ 　この条約のいかなる規定も，次のことを意味するも
のと解してはならない。

　⒜ 　いずれかの締約国が，かつて主張したことがある
南極地域における領土主権又は領土についての請求
権を放棄すること。

　⒝ 　いずれかの締約国が，南極地域におけるその活動
若しくはその国民の活動の結果又はその他の理由に
より有する南極地域における領土についての請求権
の基礎の全部又は一部を放棄すること。

　⒞ 　他の国の南極地域における領土主権，領土につい
ての請求権又はその請求権の基礎を承認し，又は否
認することについてのいずれかの締約国の地位を害
すること。

２ 　この条約の有効期間中に行なわれた行為又は活動
は，南極地域（Antarctica）における領土（territorial 
sovereignty）についての請求権（claim）を主張し，支持
し，若しくは否認するための基礎をなし，又は南極地
域における主権（any rights of sovereignty）を設定するも
のではない。南極地域における領土についての新たな
請求権又は既存の請求権の拡大は，この条約の有効期
間中は，主張してはならない。

　この規定の解釈については，大別すると，「権利の凍
結」説と「紛争の凍結」説とに分かれるとされる45。前
者は，南極領土に対する主権，請求権などの権利を主張
することを控えることを本質としているため，将来的に
はこの権利が復活することを言外に秘めていると解釈す
る。これに対して，後者の説は，南極における領土権を
巡る紛争一般を棚上げし，条約当事国間で争わないこと
を基本的に合意するが，特に領土権を主張する国々の権
利がこの合意によって必ずしも影響を受けるものではな
い，という解釈を導き出す。いずれの解釈もいわば法的
擬制（フィクション）とも呼ぶべき事態についての考え
方ではあるが，その解釈上の対立は必ずしも解決されて
いない。むしろ，この規定は，意図的に曖昧な文言が用
いられており，それによって，各国が自国の利害に合致
するよう自由に解釈できる余地を残してある，とも言わ
れている46。その結果，いずれの当事国による条文の解
釈からも問題は生じず，クレイマント諸国とノンクレイ
マント諸国との間の立場の違いからくる領土権に関する
問題は，一見，回避されているのが現状である。
　ここでは，この規定の本質として，１項は「不同意の
ための同意」（agreement to disagree）として47，条約締結
によって各締約国の立場に影響を与えるものではないと
いうこと，そして，第２項は第１項の理解を踏まえて，
将来について「新たな請求権又は既存の請求権の拡大」
の「主張」を禁じたものであるということがいえよう48。
　しかし，たとえこうした解釈の立場にたつにせよ，こ
の第Ⅳ条の規定が領域主権についての紛争をすべて解決
しているわけでは決してない49。とりわけ，本件が深く
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関わっている第２項の規定からは，クレイマントによる
自国南極領土の沖合にEEZを設定することがこの規定
の下で認められるか否かが争点となる50。実際上，クレ
イマント諸国が自国南極領土について（立法）管轄権を
行使することまでも禁止していないとの理解もある51。
この点で，原審判決も，「意見書」の見解を踏襲して，
自国南極EEZに対する豪州の主張が「完全な意味での
主権の主張」にはあたらず，「国連海洋法条約によって
沿岸国に付与された，開発，保存，管理及び規制並びに
執行の権利を行使する（国内法に反映された）請求権の
主張」であると述べているが52，解釈の仕方について詳
しい言及はない。
　ここでは，EEZの設定を含む権利行使が南極条約第
Ⅳ条の規定によっては否定されていないことを主張する
代表的な学説を簡単に検討する。たとえば，豪州の国際
法学者トリッグス（G. D. Triggs）の見解によれば，南極
条約第Ⅳ条の規定が同条約以前の当事国の現状維持とい
う法的効果を有するという解釈に否定的で53，国連海洋
法条約の下では沿岸国が公式の宣言や請求無しに事実
上当然に（ipso facto）大陸棚や領海に対する主権的権利
（sovereign rights）を有するとされていることから，論理
上，南極地域に「主権」を主張する国家もその大陸棚及
び領海に対する「主権的権利」を主張することができる
とされる54。また，EEZに対する権利の主張も南極条約
第Ⅳ条２項の規定に反しないとされ，その理由の第１は
EEZが領土主権の結果として存在し，EEZの主張を予
め行うことにかかわらないからであり，第２に海域にお
ける「主権的権利」の行使の主張が領土主権の主張には
該当しないからであるとされる55。
　つぎに，英国外務省の元法律顧問であるワッツ（Sir 
Arthur Watts）の見解によれば，第Ⅳ条により禁じられ
ている「新たな請求権又は既存の請求権の拡大」につき，
現在の海洋法が認めている様々な海域に対しては，こ
の禁止が適用されない理由を次のように説明する56。ま
ず，当該禁止が「南極地域」（Antarctica）における領土
主権（territorial sovereignty）を意味し，この文言が南極
地域の周辺海域よりもその大陸地域を指す可能性が高い
とする。次に，1959年の南極条約交渉時には，1958年に
採択されたジュネーブ大陸棚条約57が「大陸棚を探査し，
その天然資源を開発するための主権的権利（sovereign 
rights）」と完全な「主権」（sovereignty）とを慎重に区別
することを関係諸国が念頭に置いていないはずもなく，
現行の海洋法条約第77条及び第56条にも類似の文言がみ

られることから，1959年当時も「主権」の文言について
は厳密な意味で用いたであろうと想定され，特定の目的
のための「主権的権利」の文言は「主権」に当たらず，
その主張も上記の禁止の対象とはならないし，また，大
陸棚やEEZに対する主権的権利の請求は海域の拡張で
はあっても，同海域が同じままであるため領土権に対す
る請求の拡張には当たらないとされる58。第Ⅳ条２項の
解釈も，「南極地域」という文言の解釈から，当該規定
が海域部分には適用されないことを示唆している以上，
禁じられた「行為又は活動」の中に上記の海域に対する
主権的権利の請求を含める意図を読み込むのは困難であ
るとされる59。
　以上のように，完全な意味での「主権」（又は「領土
主権」）と，「主権的権利」とは区別されるものであっ
て，南極条約の規定により前者の拡張は禁じられている
が，後者の主張は前者の拡長に当たらないという解釈が
反対説の主たる論拠の一つである60。しかしながら，こ
のような豪州及び英国の代表的な国際法学者の見解があ
るにもかかわらず，実際には，豪州は，後述するように，
1994年に南極海域を含む自国海域へのEEZ設置に関す
る宣言以降も，自国によるEEZ内の管轄権行使を控え
てきたという経緯があり，この点は，本件訴訟における
「意見書」が強調していた点でもある。さらに，英国も，
自国の南極周辺領土の海域のうち，南極条約が適用され
る海域と重複している部分においては，管轄権の行使の
可能性を明確に否定している61。したがって，クレイマ
ント諸国は，南極周辺海域における自国のEEZを含む
海域設定の問題と自国の実際の管轄権行使の問題とを峻
別した上で，特に後者の問題については，特段の配慮を
した対応を従来からとってきたことが分かる62。また，
こうした慣例に加えて，現実に沿った条文そのものの解
釈に照らしてみると，上記の２つの学説に対して否定的
な見解63のほうが妥当なように見受けられる。
　さらに，この第Ⅳ条の規定に関連して南極条約の適用
範囲を定めた第Ⅵ条についても解釈上の問題は少なくな
い。

　この条約の規定は，南緯六十度以南の地域（area）（す
べての氷だなを含む。）に適用する。ただし，この条約の
いかなる規定も，同地域内の公海に関する国際法に基づ
くいずれの国（any State）の権利又は権利の行使をも害す
るものではなく，また，これらにいかなる影響をも及ぼ
すものではない。 
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　これまでにも，南極条約ははたして陸地にのみ適用さ
れて海域には適用されないのか否か，南極周辺の海域は
公海か，などの問題が提起されてきた。例えば，上記の
トリッグスは，南極条約が「南緯60度以南の全域（氷だ
なを含む）」に適用があり，同条約が南緯60度以南の公
海を含むと解するのが1980年の南極海洋生物資源保存条
約の交渉によっても支持された合理的な考え方であると
する64。
　上記の南極条約第Ⅵ条の規定ぶりは，南極条約締結の
1959年当時，1958年に採択された公海に関する条約の存
在とその内容への意識があったことを想起させるもので
ある。「但し書き」の部分を読めば，南極地域内の海洋
部分が公海であるかのように読めないこともない。実
際，日本を含むノンクレイマント諸国からすれば，この
解釈が妥当であって，この海域部分は公海であり，クレ
イマント諸国が自国の南極領土に隣接する海域に領海や
EEZを有することはできない，ということになる65。他
方，クレイマント諸国としてみれば，南極に主張する領
土権の当然の帰結として自国領土に領海が存在すると考
えることができようが，しかし，その場合，領海の幅を
測定するための基線を南極においてどのように画定する
かは，容易な問題ではない66。氷に覆われた海岸線，氷
河の扱い，移動する氷だなの地位，低潮線の位置など，
先決的な事項が多いうえに，氷だなの永続性，安定性，
陸地部分との連結性などから氷だなを陸地と同様に扱う
ことが国際法上可能か否かも問われることになる67。
　南極条約体制下では，その後の実行として1972年の南
極あざらし条約68，1980年南極海洋生物資源条約69にお
いて，南極条約の規定が海域部分にも適用されてきたの
が実情である。
　他方，締約国による管轄権の行使について，南極条約
第Ⅷ条は，次のように規定する。

１ 　この条約に基づく自己の任務の遂行を容易にするた
め，第Ⅶ条１の規定に基づいて指名された監視員及び
第Ⅲ条（1）（b）の規定に基づいて交換された科学要員並
びにこれらの者に随伴する職員は，南極地域における
その他のすべての者に対する裁判権（jurisdiction）につ
いての締約国のそれぞれの地位を害することなく，南
極地域にある間に自己の任務を遂行する目的をもつて
行なつたすべての作為又は不作為については，自己が
国民として所属する締約国の裁判権にのみ服する。 
２ 　１の規定を害することなく，南極地域における裁判
権の行使についての紛争に関係する締約国は，第Ⅸ条
１（e）の規定に従う措置が採択されるまでの間，相互に
受諾することができる解決に到達するため，すみやか

に協議する。

　この規定は，「裁判権」の及ぶ範囲について国籍主義
（principle of nationality）の徹底をはかったものと考えら
れているが70，規定に列挙された監視員，科学要員及び
職員についてだけに限定されるかが問題となる71。南極
条約第Ⅸ条１（e）においては，裁判権の行使に関する締
約国間の紛争は，協議国会議において協議により対処す
ることが定められている72。しかし，その協議以前にお
いては，上記の第Ⅷ条２に規定されたように，管轄権競
合に関する問題に対しては，南極条約の紛争当事国間で
「すみやかに協議する」ことが義務付けられていること
から，本件においても，日豪間では，この南極条約第Ⅷ
条２により，「相互に受諾することができる解決に到達
する」ことを目的としてすみやかに協議することが義務
付けられているものと解される。

（2）豪州の国内立法動向と日豪の各立場の違い

　豪州73は，1933年に英国より委譲された南極領土を自
国に正式に受容して以来，クレイマントとしての立場を
主張している74。その立場は，南極条約第Ⅳ条１（a）によ
り確保されており，領土権を有する以上，領海に対す
る権利もその当然の帰結であり，固有の権利（inherent 
right）として，有するというものである。しかし，豪州
はこれまでに自国の南極領土（AAT）の周囲に明確な
基線を定めてはいないため，領海や各種水域に関する正
確な幅員は実際には不明瞭であるという点は75，注目さ
れるべきである。それにもかかわらず，豪州は，その
時々の国際（海洋）法に従って，1973年の「海洋及び海
面下土地法」の下で領海３海里を宣言し，1990年には領
海の幅を12海里に拡張した。他方，豪州は，1953年に
はAATにおける大陸棚を宣言し，1994年には大陸棚の
外側の限界を国連海洋法条約の定義に合わせる措置を講
じた後，2004年における大陸棚の限界に関する委員会へ
の申請に際しても，南極周辺における限界の画定を「当
分の間」検討しないことを画定委員会に対して要請した
結果，2008年には，豪州の意向に沿った画定が行われ
た76。
　また，豪州は，漁業・経済水域の設定に際しても，
1979年に200海里の豪州漁業水域（AFZ）を設定したも
のの，１ヶ月後には外国人や外国船舶への適用除外のた
めAFZ設定を撤回する宣言を行っており77，1991年に漁
業管理法を制定して1952年の漁業法を修正したものの
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1992年の宣言でAAT周辺への適用を除外した78。結局，
1994年の海洋法制修正法により200海里のEEZをAAT
にも設定したが，実質的にはその扱いをAFZと同じに
した79。しかし，これまでにもたびたび言及したが，こ
れらの宣言などの国内的な措置に際して，豪州は，基線
の設定について詳細を定めてはこなかった。
　このように，豪州は，実質上，AAT周辺にはAFZを
設定したが，その適用につき外国人及び外国船舶に適用
除外の措置をとることで，自国民及び自国船舶にのみ管
轄権の行使を行っているにすぎなかった。また，1980年
の鯨保護法は，EEZ内で外国人，外国船舶及び外国航
空機にも適用があるとしているが，実際には，南極条約
及び国際捕鯨取締条約の下で，豪州は管轄権の執行とい
う側面においては「自制」を行ってきたため80，外国と
の管轄権競合の問題は生じてこなかった。そして，こう
した自制を貫いてきた背景には，豪州による南極領土へ
の主権の主張に対して，諸国からの否認があることに鑑
みて，国内法の適用を排除するものとは考えないが，そ
の執行については慎重な姿勢をとることが「重要な配
慮」（key consideration）であると歴代の政府が考えてき
たという経緯がある81。したがって，実際の問題では外
交的解決を優先し，そうすることが南極に関する国際慣
行（international practice）であると豪州政府が考えてき
たことは，容易にうかがわれる。
　ところが，1980年代終わりから国際社会が環境保護を
重視する傾向を次第に強め出すと，豪州の環境保護への
傾斜には拍車がかかるようになった82。その典型が，南
極条約体制内においては，1988年の南極鉱物資源活動規
制条約への不参加の表明とともに，フランスとの共同歩
調から南極条約環境保護議定書の作成に重点を移し，国
内的には1999年にEPBC法を制定することにより，鯨
の保護の徹底83と上記鯨保護法の廃止84がもたらされた。
これには，環境や生態系を尊重する立法上の措置を整備
する議会の意向を強く反映し85，政府（執行府）の外交
関係に配慮することからくる裁量が働く余地を著しく狭
めたことがみてとれる86。そして，このEPBC法で最も
重要なことは，これまで豪州がとってきた自国AAT周
辺における管轄権の行使の自制という国家実行が豪州鯨
聖域においては適用されない，ということである。上述
したように，選挙後に新たに成立した豪州政府がいわば
政策転換により裁判管轄権を実際に行使した本件の事例
は，同政府の姿勢につき，一貫性の無さを結果的に示す
ことになった87。

　ちなみに，他のクレイマント諸国の中では，ニュー
ジーランドが南極領土においてはEEZの設定を行って
おらず，また大陸棚の存否や範囲についてもまだ態度を
明確にしおらず，ノルウェーは沖合い方向への自国領土
の限界をそもそも明らかにしてきていない88。南極にお
ける自国の執行管轄権の行使を伴う豪州のEPBC法は，
その意味で非常に特異である。最近の環境保護や資源保
存の重視といった動向には，この区域の周辺に海外領土
を有するフランスは特に敏感で89，国際海洋法裁判所に
おける一連の拿捕事件においても紛争当事国となったこ
ともあり90，またそのために豪仏の間では二国間協力に
関する合意が締結されている91。

（3）評　価

　こうした豪州の立場（その姿勢の転換を含む）と国内
立法動向に照らして，本件についての豪州裁判所の判決
はどのように評価されるべきであろうか。確かに，日本
の調査捕鯨を阻止することを意図する側からみれば，本
件の差止命令は歓迎すべきものかもしれない92。南極条
約の趣旨及び目的に照らして，豪州のEPBC法を日本法
人に適用・執行することは，自制と協力を基礎とする南
極条約の精神や伝統的な慣行（プラクティス）に相容れ
ないのではないかという疑問がありえよう。事実，本件
に関する豪州政府の姿勢に対して批判的な意見の中心的
論点は，南極条約体制を含む既存の国際法レジームへの
悪影響の懸念であろう93。
　本件は，本来，国際捕鯨取締条約の下で規律されてい
る捕鯨という争点につき，日豪双方が相反する立場を
有していることから，実際上の訴訟が豪州で提起され
た。南極条約体制の下では，「自制政策」（policy of self-
restraint）が実際に行われ，特にクレイマント諸国が主張
する自国領域内における管轄権の行使は控えられてきた
ことが知られている。豪州自身，南極についてノンクレ
イマントの国民や船舶に対する自国法の執行には慎重な
考慮を払い，外向的な解決を優先するということを国際
的な慣行として意図し94，また意図的にAAT周辺海域で
執行行為は控えてきたこと95などが，前述の「意見書」
からも伺われる。しかも，こうした自制政策は，関係諸
国間での協議を通じて衝突や紛争を未然に防ぐという南
極条約体制内での経験にも支えられ，そのために信義誠
実に基づく締約国間の協力体制が構築されてきた96。し
たがって，本件の豪州による裁判管轄権の行使が裁判所
の裁量によってなされたという実行は，従来の同国の実
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行や，南極条約体制内で築かれてきた法状況にはそぐわ
ないといえよう。
　問題は，こうした豪州の法令や実行が，南極条約内に
おいて解決する（協議）ことが求められているものか否
か，または南極条約体制外の紛争解決制度（国際裁判，
仲裁など）を利用せざる得なくするものか否かである。
今回の判決は豪州の政権交代に伴う外交方針の転換の結
果であるともいえるが，国内世論を色濃く映し出してい
る点は否定できない97。

４．おわりに

（1）今後の展望

　2008年６月に行われた日豪外交関係者による対話にお
いて，どの程度の具体的な解決が実際に図られたのか
は，明らかではない。そのなかで，日本は捕鯨を2008年
から2009年にかけても行うことが予定されているが，こ
の捕鯨再開によって，本件の提訴に関連してなんらかの
措置が豪州によりとられるのか否か，また対豪州関係で
再び同じような提訴が行われるのか否かも問題となりう
るであろう。前者の問題に対しては，本件の差止命令を
今度は実際に執行する措置として，停船命令の発出，乗
船，船長や乗組員の逮捕・身柄拘束などが考えられる。
また，新たに同じ内容の差止命令と違法宣言を求める提
訴もありうるが，本件の差止命令じたいが尊重されな
かったと判断された場合には，法廷侮辱罪（contempt of 
court）に関する手続の開始が行われる可能性も完全に
は排除することはできないであろう98。他方，豪州は日
本に対して国際司法裁判所又は国際海洋法裁判所に提訴
する可能性につき議論を行ってきた経緯があり，その計
画について記す報道も見られる99。

（2）日本の対応

　本来，捕鯨については国際捕鯨委員会において議論
し，その枠組みの中で解決されるべき事項であって，こ
れが二国間関係に深い軋轢をもたらすような事項になら
ないような方策を双方が本件以前の段階で見出すことが
できなかったのは残念であった。捕鯨を行っている国の
中でも南極に特に利害関係を有する国は日本（ノンクレ
イマント）以外には見当たらない100。本件のような日豪
間の懸案は，二国間関係の動揺を招くだけでなく，南極
条約体制という国際的な枠組みの攪乱・不安定化要因と
なりかねないだけに，早急かつ実効性のある対応が望ま

れている。
　それだけに，日本の今後の対応としては，二国間協
議・交渉の場でなんらかの対話による解決と関係悪化の
回避を模索することがまず先決である。次に，捕鯨問題
を南極条約体制における議論に持ち込むようなことは，
体制の混乱と動揺を招かぬよう，極力避けるべきである
と考えられる。そして，根本的には，今のような状態，
方法で，南極海域において今後も捕鯨活動を続ける合理
的な理由があるか否かを再確認することが必要な時期101

に来ていると思われる。本件は，南極周辺海域における
環境保護（生物多様性の保護を含む）と捕鯨とが密接に
関連し，それぞれ異なる国際法レジームの下で規律され
ている事柄に関して，ある国の国内法において一方的に
管轄権の行使を通じて解決を図ろうとされたという点で
稀有な事例である。しかし，そこに含まれている法的論
点は，南極における領土権・請求権の問題の解決なくし
て，実は根本的な解決が得られない問題に関連するもの
であり，当面は関係当事国間の協議と交渉を通じて，信
義誠実に解決を図ることで乗り越えるべきものである。

（2008年10月１日稿）　
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99  See, for example, the following sites: 
  ＜http://www.ifaw.org/ifaw_asia_pacific/media_center/press_rele

ases/5_7_2007_17442.php＞ ; 
  ＜http://www.canberratimes.com.au/news/local/news/general/

whalers-refuse-to-accept-injunction/240148.aspx＞ ; ＜http://
www.smh.com.au/news/opinion/dispute-threatens-antarctica-
claim/2008/01/16/1200419882499.html＞ （last visited on 1 
September 2008）. 

100  クレイマントでありかつ捕鯨国でもあるノルウェーは，南
極周辺（海域）では捕鯨を行っていない。

101  つまり，南極における豪州鯨聖域以外の場所での可能性，
鯨類の殺傷以外の方法による調査捕鯨の可能性などについ
て，再検討の余地があるのかないのかを早急に見極める必
要があろう。


